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一
、
は
じ
め
に

　

一
九
九
〇
年
代
以
降
、
先
進
諸
国
で
行
わ
れ
た
税
制
改

革
で
一
つ
の
大
き
な
潮
流
を
作
っ
た
の
が
、
北
欧
で
生
ま

れ
た
「
二
元
的
所
得
税
（D

ual Incom
e T

ax
）」
で
あ

る
。
も
と
も
と
こ
の
税
制
は
、
デ
ン
マ
ー
ク
に
起
源
を
も

つ
と
い
わ
れ
る
が
、
九
〇
年
代
は
じ
め
に
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
相
次
い
で
導
入
さ

れ
定
着
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
そ
の
後
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
各
国

に
お
け
る
租
税
政
策
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
み
な
さ
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
（O

ECD

（2010

））。

　

二
元
的
所
得
税
の
最
大
の
特
徴
は
、
累
進
的
な
勤
労
所

得
税
と
切
り
離
さ
れ
た
、
低
率
で
フ
ラ
ッ
ト
な
資
本
所
得

税
に
あ
る
。
こ
こ
で
個
人
の
資
本
所
得
税
率
、
法
人
所
得

税
率
、
さ
ら
に
は
勤
労
所
得
の
最
低
税
率
が
す
べ
て
等
し

く
揃
っ
た
体
系
が
、
効
率
性
と
簡
素
の
点
か
ら
推
奨
さ

れ
、
し
ば
し
ば
純
粋
な
二
元
的
所
得
税
と
呼
ば
れ
て
い

る
。
主
た
る
財
源
調
達
と
再
分
配
の
役
割
を
勤
労
所
得
税

に
委
ね
る
一
方
で
、
と
り
わ
け
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
の
下
で

移
動
性
が
高
ま
っ
た
資
本
へ
の
歪
み
を
最
小
限
に
止
め
る

こ
と
で
、
公
平
性
と
効
率
性
の
両
立
が
企
図
さ
れ
た
の
で

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
に
お
け
る
二
元
的
所
得
税
の
新
展
開

―
累
進
資
本
所
得
税
の
再
分
配
効
果
―

野　

村　

容　

康
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あ
る
（
馬
場
（
二
〇
〇
四
））。

　

北
欧
三
国
の
中
で
は
、
最
後
に
こ
の
制
度
に
移
行
し
た

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
も
、
当
初
は
純
粋
な
二
元
的
所
得
税
に

近
い
体
系
を
維
持
し
て
い
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
、
Ｅ
Ｕ

域
内
に
お
け
る
租
税
競
争
の
圧
力
か
ら
法
人
税
率
の
引
下

げ
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
な
か
で
、
現
在
で
は
初
期
の
姿
か

ら
は
い
く
ら
か
乖
離
し
た
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
特
に

二
〇
一
二
年
に
は
、
税
制
の
再
分
配
機
能
を
強
化
す
る
観

点
か
ら
、
純
粋
な
二
元
的
所
得
税
の
重
要
な
条
件
で
あ
る

資
本
所
得
へ
の
フ
ラ
ッ
ト
課
税
が
廃
止
さ
れ
、
一
定
の
超

過
額
を
対
象
と
す
る
新
た
な
付
加
税
率
が
創
設
さ
れ
た
。

す
な
わ
ち
、
資
本
所
得
に
つ
い
て
は
、
勤
労
所
得
と
の
分

離
課
税
の
下
で
、
従
来
の
比
例
課
税
方
式
か
ら
累
進
課
税

方
式
へ
と
租
税
政
策
の
転
換
が
図
ら
れ
た
の
で
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、
北
欧
に
お
け
る
二
元
的
所
得
税
の
実
態
の

一
端
を
明
ら
か
に
す
べ
く
、
近
年
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
導
入

さ
れ
た
資
本
所
得
へ
の
累
進
課
税
に
つ
い
て
、
所
得
再
分

配
の
観
点
か
ら
検
討
を
加
え
る
。
ま
ず
こ
う
し
た
改
革
が

実
施
さ
れ
た
背
景
を
振
り
返
り
、
二
〇
一
〇
年
代
の
同
国

に
お
け
る
所
得
分
配
の
変
化
と
そ
の
要
因
を
探
り
な
が

ら
、
新
た
な
資
本
所
得
税
の
再
分
配
効
果
に
つ
い
て
検
証

を
試
み
た
い
。

二�

、
従
来
の
資
本
所
得
税
制
と
改
革
の

背
景

⑴
　
二
〇
〇
〇
年
代
の
配
当
所
得
税
制

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
一
九
九
三
年
に
二
元
的
所
得
税

が
導
入
さ
れ
て
以
来
、
個
人
の
資
本
所
得
は
原
則
と
し
て

比
例
税
率
の
下
で
一
体
的
に
課
税
さ
れ
て
い
た
。
そ
う
し

た
な
か
、
上
場
法
人
か
ら
支
払
わ
れ
る
配
当
に
つ
い
て

は
、
完
全
な
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
に
よ
り
法
人
所

得
税
と
の
二
重
課
税
が
排
除
さ
れ
た
。
他
方
、
非
上
場
法

人
の
所
得
は
、
租
税
回
避
を
防
ぐ
た
め
のsplitting

制
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度
に
基
づ
き
、
法
人
所
有
純
資
産
に
九
・
五
八
五
％
の
機

会
収
益
率
を
乗
じ
た
部
分
を
配
当
所
得
と
み
な
し
、
こ
れ

を
超
え
る
部
分
に
累
進
的
な
勤
労
所
得
税
が
課
せ
ら
れ

た
。

　

二
〇
〇
五
年
に
実
施
さ
れ
た
税
制
改
革
で
は
、
国
際
課

税
上
の
理
由
か
ら
、
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
が
配
当

の
部
分
課
税
方
式
（
受
取
配
当
の
七
〇
％
の
み
課
税
）
に

取
っ
て
代
わ
ら
れ
る
と
と
も
に
、
法
人
税
率
と
個
人
の
資

本
所
得
税
率
が
と
も
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
同
時
に
、
非

上
場
法
人
を
対
象
と
す
るsplitting
制
度
も
大
幅
に
改

定
さ
れ
、
配
当
所
得
を
算
出
す
る
た
め
の
機
会
収
益
率
が

九
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
う
え
で
、
新
た
に
九
万
ユ
ー
ロ

の
基
礎
控
除
（
非
課
税
枠
）
が
創
設
さ
れ
た
。
そ
し
て
法

人
所
得
の
う
ち
、
同
収
益
率
を
超
え
る
金
額
は
、
そ
の
七

〇
％
を
勤
労
所
得
と
し
て
累
進
課
税
の
対
象
と
す
る
こ
と

に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

⑵
　H
etem

äki

報
告

　

改
定
さ
れ
た
資
本
所
得
税
制
に
つ
い
て
は
、
政
府
の
税

制
検
討
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
、
二
〇
一
〇
年
六
月
に

公
表
し
た
報
告
書
で
二
つ
の
問
題
点
を
指
摘
し
た

（H
etem

äki

報
告
）。
一
つ
が
法
人
課
税
と
個
人
課
税
と

の
バ
ラ
ン
ス
に
関
係
す
る
。
報
告
に
よ
れ
ば
、
法
人
所
得

税
は
、
多
国
籍
企
業
が
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
へ
の
投
資
と
利
益

計
上
を
行
お
う
と
す
る
動
機
を
く
じ
い
て
は
な
ら
な
い
。

も
し
法
人
税
率
が
高
す
ぎ
る
と
、
国
内
資
本
ス
ト
ッ
ク
の

減
少
と
労
働
生
産
性
の
低
下
を
招
き
、
こ
れ
に
よ
り
経
済

成
長
を
損
な
う
ば
か
り
か
、
長
期
的
に
は
税
負
担
が
国
内

労
働
者
に
転
嫁
さ
れ
て
し
ま
う
。
そ
れ
に
対
し
て
、
個
人

段
階
で
の
資
本
所
得
税
は
、
国
際
資
本
市
場
か
ら
の
資
金

調
達
が
可
能
な
大
企
業
に
対
し
て
、
そ
の
実
物
投
資
や
生

産
性
に
与
え
る
影
響
が
小
さ
い
。
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、

報
告
は
、
今
後
の
改
革
に
あ
た
っ
て
は
、
資
本
所
得
課
税

の
比
重
を
法
人
段
階
か
ら
個
人
段
階
に
シ
フ
ト
さ
せ
て
い
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く
べ
き
と
し
た
。

　

二
つ
目
が
非
上
場
株
式
の
配
当
に
関
す
る
課
税
問
題
で

あ
る
。
報
告
は
、
新
た
なsplitting

制
度
が
配
当
金
の

支
払
い
や
純
資
産
の
増
加
へ
の
強
い
誘
因
を
法
人
オ
ー

ナ
ー
に
与
え
る
こ
と
で
、
中
小
法
人
の
生
産
的
な
投
資
活

動
を
妨
げ
て
い
る
点
を
重
く
み
る
。
同
グ
ル
ー
プ
の
調
査

に
よ
る
と
、
当
時
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
非
上
場
法
人
の
約
四

割
が
、
保
有
純
資
産
の
ち
ょ
う
ど
九
％
ま
で
の
配
当
金
を

支
払
っ
て
い
た
。
加
え
て
、
法
人
が
純
資
産
を
積
み
増
し

す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
内
部
資
金
が
減
価
償
却
を
伴
う
機

械
・
設
備
な
ど
の
実
物
資
産
で
は
な
く
、
保
有
コ
ス
ト
が

ほ
と
ん
ど
か
か
ら
な
い
証
券
や
不
動
産
の
購
入
に
向
け
ら

れ
る
傾
向
に
あ
っ
た
。

　

以
上
の
考
察
に
基
づ
き
、
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
最

終
的
に
政
府
に
提
出
し
た
、
資
本
所
得
課
税
に
関
す
る
改

革
案
は
、
①
法
人
税
率
の
引
下
げ
（
当
時
二
六
％
か
ら
二

二
％
へ
）、
②
個
人
の
資
本
所
得
税
率
の
引
上
げ
（
当
時

二
八
％
か
ら
三
〇
％
へ
）、
③
上
場
企
業
の
配
当
に
係
る

部
分
課
税
方
式
の
廃
止
、
④
非
上
場
法
人
の
配
当
に
つ
い

て
現
行
の
基
礎
控
除
を
撤
廃
し
た
う
え
で
、
機
会
収
益
率

に
相
当
す
る
部
分
（
正
常
収
益
）
は
そ
の
三
五
％
を
資
本

所
得
に
算
入
し
、
機
会
収
益
率
を
超
え
る
部
分
（
超
過
収

益
）
は
全
額
、
資
本
所
得
と
し
て
追
加
課
税
の
対
象
と
す

る⑴

、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。

⑶
　
二
〇
一
二
年
改
革
と
そ
の
後

　

H
etem

äki

報
告
で
示
さ
れ
た
改
革
案
は
、
二
〇
一
一

年
六
月
の
政
権
交
代
に
よ
っ
て
事
実
上
棚
上
げ
の
状
態
と

さ
れ
た
が
、
新
た
に
発
足
し
た
六
党
連
立
内
閣
は
、
資
本

所
得
課
税
の
分
野
で
は
、
改
革
案
の
骨
格
を
継
承
す
る
形

で
、
①
法
人
税
率
の
二
四
・
五
％
へ
の
引
下
げ
、
②
非
上

場
株
式
の
配
当
に
係
る
基
礎
控
除
の
六
万
ユ
ー
ロ
へ
の
引

下
げ
、
③
通
常
の
個
人
資
本
所
得
税
の
引
上
げ
、
④
住
宅

ロ
ー
ン
利
子
控
除
の
制
限
（
七
五
％
）、
を
翌
年
か
ら
実
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施
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。

　

こ
の
な
か
で
特
に
注
目
さ
れ
る
の
が
、
③
に
お
い
て

は
、
報
告
で
提
案
さ
れ
た
三
〇
％
へ
の
標
準
税
率
引
上
げ

に
加
え
て
、
五
万
ユ
ー
ロ
を
超
え
る
所
得
に
課
せ
ら
れ

る
、
三
二
％
の
付
加
税
率
の
創
設
が
含
ま
れ
て
い
た
こ
と

で
あ
る
。
こ
れ
は
、
個
人
の
資
本
所
得
に
対
し
て
二
段
階

の
累
進
税
率
を
適
用
す
る
こ
と
に
他
な
ら
ず
、
そ
れ
ま
で

北
欧
型
二
元
的
所
得
税
の
下
で
、
中
立
性
優
先
の
立
場
か

ら
進
め
ら
れ
て
き
た
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
に
お
け
る
資
本
所

得
税
政
策
の
重
要
な
転
換
を
意
味
し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
革
新
的
な
改
革
の
背
景
に
は
、
近
年
の
同
国

に
お
け
る
経
済
格
差
の
拡
大
と
、
不
平
等
を
も
た
ら
し
た

要
因
の
一
つ
と
し
て
の
現
行
所
得
税
制
へ
の
批
判
が
あ
っ

た⑵

。
一
九
九
〇
年
代
以
降
、
資
本
所
得
の
富
裕
層
へ
の
集

中
が
所
得
格
差
の
拡
大
傾
向
を
強
め
て
お
り
、
こ
う
し
た

動
き
を
二
元
的
所
得
税
（
資
本
所
得
の
低
率
比
例
課
税
）

が
後
押
し
し
た
と
い
う
の
で
あ
る
（Riihelä et. al.

（2010

））。
も
っ
と
も
二
元
的
所
得
税
が
格
差
の
拡
大
を

助
長
し
た
と
い
う
因
果
性
を
厳
密
に
立
証
す
る
の
は
不
可

能
に
近
い
が
、
少
な
く
と
も
資
本
所
得
課
税
の
累
進
化
に

は
、
格
差
拡
大
へ
の
対
抗
手
段
と
し
て
、
個
人
所
得
税
の

再
分
配
機
能
を
強
化
し
よ
う
と
す
る
政
策
当
局
の
意
図
が

あ
っ
た
の
は
疑
い
な
い⑶

。

　

一
二
年
以
降
に
お
い
て
も
、
個
人
の
資
本
所
得
に
対
し

て
は
、
税
制
の
再
分
配
機
能
を
重
視
す
る
立
場
か
ら
、
基

本
的
に
課
税
を
強
化
す
る
方
向
で
改
革
が
実
施
さ
れ
て
き

て
い
る
。
そ
の
後
の
改
定
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
す
る
と
、
以

下
の
よ
う
に
な
る
。

　

①
二
段
階
の
累
進
資
本
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
一
四
年

以
降
、
付
加
税
率
が
適
用
さ
れ
は
じ
め
る
所
得
水
準
が
段

階
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
（
一
四
年
：
四
万
ユ
ー
ロ
、
一

五
年
：
三
万
ユ
ー
ロ
）
と
と
も
に
、
付
加
税
率
の
水
準
も

一
五
年
に
三
三
％
、
一
六
年
に
三
四
％
ま
で
引
き
上
げ
ら

れ
た
。
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②
一
四
年
に
、
上
場
株
式
の
配
当
に
つ
い
て
、
課
税
資

本
所
得
と
な
る
割
合
が
七
〇
％
か
ら
八
五
％
に
引
き
上
げ

ら
れ
た
。

　

③
同
じ
年
に
、
非
上
場
株
式
の
配
当
に
係
る
基
礎
控
除

が
つ
い
に
撤
廃
さ
れ
た
。
こ
れ
に
伴
っ
て
、
法
人
純
資
産

の
八
％
を
限
度
と
す
る
配
当
は
、
一
五
万
ド
ル
ま
で
が
配

当
金
額
の
二
五
％
、
一
五
万
ド
ル
超
の
部
分
は
そ
の
八

五
％
が
資
本
所
得
扱
い
と
な
り
、
配
当
が
八
％
を
超
え
る

と
、
そ
の
超
過
額
の
七
五
％
が
勤
労
所
得
の
扱
い
と
な
っ

た⑷

。三
、
二
元
的
所
得
税
の
再
分
配
効
果

⑴
　
所
得
分
配
の
変
化

　

で
は
、
上
述
の
よ
う
な
改
革
を
背
景
と
し
て
、
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
の
累
進
的
な
資
本
所
得
税
は
、
当
局
の
狙
い
通

り
、
こ
れ
ま
で
再
分
配
機
能
の
改
善
に
貢
献
し
た
の
だ
ろ

う
か
。
以
下
で
は
、
こ
の
点
に
つ
い
て
、
主
にFinland 

Statistics

の
所
得
十
分
位
別
の
集
計
デ
ー
タ
を
使
っ
て

検
証
し
て
み
た
い
。

　

図
表
１
は
、
二
〇
一
〇
年
以
降
に
お
け
る
、
各
所
得
概

念
に
関
す
る
不
平
等
度
を
表
す
ジ
ニ
係
数
の
推
移
、
な
ら

び
に
社
会
保
障
と
租
税
に
基
づ
く
再
分
配
効
果
を
示
し
て

い
る
。
こ
れ
を
見
る
と
、
経
済
的
総
所
得
の
ジ
ニ
係
数

が
、
一
〇
年
の
〇
・
四
一
か
ら
一
七
年
の
〇
・
四
四
ま
で

上
昇
す
る
の
に
併
せ
て
、
受
取
純
所
得
、
受
取
総
所
得
と

も
に
上
昇
し
て
い
る
。
一
九
九
〇
年
時
点
の
経
済
的
総
所

得
の
ジ
ニ
係
数
が
〇
・
三
五
で
あ
っ
た
点
を
踏
ま
え
れ

ば
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
二
〇
一
〇
年
代
に
入
っ
て
も

な
お
所
得
格
差
が
拡
大
基
調
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
そ

う
し
た
な
か
、
財
政
を
通
じ
た
再
分
配
効
果
に
つ
い
て

は
、
こ
れ
を
社
会
保
障
に
基
づ
く
部
分
と
税
に
基
づ
く
部

分
と
に
分
け
た
場
合
、
前
者
が
後
者
の
三
倍
ほ
ど
で
、
い

ず
れ
の
効
果
も
こ
の
間
、
緩
や
か
に
上
昇
し
て
い
る
。
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⑵
　
格
差
拡
大
の
決
定
要
因

　

こ
う
し
た
近
年
に
お
け
る
所
得
格
差
の
拡
大
は
、
ど
の

よ
う
に
し
て
生
じ
た
の
だ
ろ
う
か
。
図
表
２
は
、
経
済
的

総
所
得
の
ジ
ニ
係
数
を
、
そ
れ
ぞ
れ
の
要
素
所
得
別
に
要

因
分
解
し
た
結
果
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
総
所
得
の
不
平
等

が
、
各
所
得
そ
れ
自
体
の
不
平
等
度
と
当
該
所
得
の
シ
ェ

ア
と
の
積
に
よ
っ
て
決
ま
る
こ
と
を
表
し
て
い
る
。
各
所

得
の
寄
与
度
の
推
移
を
比
べ
る
と
、
こ
の
間
の
所
得
分
配

の
悪
化
は
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
資
本
所
得
に
よ
っ
て
説
明

さ
れ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

確
か
に
、
勤
労
所
得
の
ジ
ニ
係
数
も
一
定
程
度
上
昇
し

て
は
い
る
が
、
そ
の
シ
ェ
ア
が
下
が
る
こ
と
で
、
総
所
得

の
不
平
等
に
与
え
る
効
果
が
減
殺
さ
れ
て
し
ま
っ
た
。
そ

れ
に
対
し
、
資
本
所
得
は
、
ジ
ニ
係
数
の
上
昇
（
〇
・
三

九
→
〇
・
四
三
）
と
所
得
シ
ェ
ア
の
増
大
（
〇
・
一
九
→

〇
・
二
三
）
と
い
う
双
方
の
要
因
に
よ
っ
て
、
所
得
不
平

等
へ
の
寄
与
度
を
高
め
る
こ
と
に
な
っ
た
。

図表１　各所得のジニ係数と財政による再分配効果

（注）�　図表内の各指標は以下のように定義される。経済的総所得＝当初所得、受取総所得＝社会保
障給付後の所得、受取純所得＝受取総所得から税と社会保障負担を控除した可処分所得、社会
保障給付の効果＝経済的総所得のジニ係数－受取総所得のジニ係数、租税の効果＝受取総所得
のジニ係数－受取純所得のジニ係数

〔出所〕�　Statistics Finland 各データより算出。以下の図表も同じ。
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で
は
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
資
本
所
得
の
影
響
が
強

か
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
所
得
種
類
別
の
ジ
ニ
係
数
を
示

し
た
図
表
３
に
よ
る
と
、
全
体
と
し
て
、
配
当
所
得
の
不

平
等
度
が
高
い
の
が
目
立
つ
。
帰
属
家
賃
は
、
緩
や
か
な

上
昇
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
こ
れ
ら
所
得
項
目
の
中
で
は

最
も
格
差
が
小
さ
い
。
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
に
つ
い
て

は
、
年
度
間
の
変
動
が
大
き
い
の
が
特
徴
的
で
あ
る
。

　

一
方
、
こ
れ
ら
所
得
の
構
成
比
（
図
表
４
）
を
見
る

と
、
配
当
の
シ
ェ
ア
が
、
こ
の
間
一
九
％
か
ら
一
八
％
へ

と
変
化
し
た
の
に
対
し
て
、
資
本
所
得
全
体
の
過
半
を
占

め
る
帰
属
家
賃
は
五
一
％
か
ら
五
四
％
に
上
昇
し
て
い

る
。
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
の
シ
ェ
ア
は
九
～
一
三
％
で
、

ジ
ニ
係
数
と
同
様
の
動
き
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
も
、
各
種
所
得
の
ジ
ニ
係
数
と
所
得
シ
ェ
ア
の

積
で
あ
る
寄
与
度
に
よ
っ
て
資
本
所
得
全
体
へ
の
効
果
を

測
る
と
、
一
〇
年
か
ら
一
七
年
ま
で
の
格
差
拡
大
の
主
因

が
帰
属
家
賃
と
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
に
あ
っ
た
の
が
わ
か

図表２　ジニ係数（経済的総所得）の要因分解

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

勤労所得

ジニ係数 0.416 0.412 0.418 0.424 0.423 0.432 0.432 0.440

所得シェア 0.749 0.748 0.760 0.745 0.741 0.735 0.733 0.722

寄与度 0.311 0.308 0.318 0.316 0.313 0.318 0.317 0.318

資本所得

ジニ係数 0.389 0.406 0.397 0.422 0.403 0.432 0.420 0.427

所得シェア 0.189 0.190 0.181 0.197 0.205 0.214 0.216 0.228

寄与度 0.074 0.077 0.072 0.083 0.082 0.093 0.091 0.097

事業所得

ジニ係数 0.311 0.458 0.455 0.444 0.457 0.439 0.429 0.470

所得シェア 0.074 0.061 0.059 0.057 0.054 0.051 0.051 0.050

寄与度 0.027 0.028 0.027 0.026 0.025 0.022 0.022 0.024

合計所得 ジニ係数 0.412 0.414 0.416 0.425 0.421 0.433 0.429 0.439

（注）�　各種所得の寄与度（＝ジニ係数×所得シェア）の合計＝合計所得のジニ係数
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る⑸

。
特
に
帰
属
家
賃
は
、
経
年
の
ト
レ
ン
ド
と
し
て
集
中

度
係
数
と
所
得
シ
ェ
ア
を
同
時
に
高
め
る
こ
と
で
、
資
本

所
得
の
格
差
拡
大
に
寄
与
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

⑶
　
所
得
再
分
配
効
果
の
変
化

　

で
は
、
以
上
の
よ
う
な
資
本
所
得
の
不
平
等
化
に
対
し

て
、
資
本
所
得
税
は
ど
の
よ
う
な
効
果
を
発
揮
し
た
の
だ

ろ
う
か
。
図
表
５
は
、K

ristjansson

（2010

）
の
手
法

に
従
っ
て
、
二
元
的
所
得
税
全
体
の
再
分
配
効
果
を
、
個

別
所
得
税
の
累
進
度
・
平
均
税
率
・
所
得
シ
ェ
ア
な
ど
に

分
解
し
た
結
果
を
示
し
て
い
る⑹

。

　

表
か
ら
一
二
年
改
革
を
挟
む
一
〇
年
か
ら
一
七
年
ま
で

の
変
化
を
見
る
と
、
所
得
税
全
体
の
再
分
配
効
果
が
〇
・

〇
一
六
か
ら
〇
・
〇
一
八
に
上
昇
す
る
な
か
で
、
資
本
所

得
税
は
〇
・
〇
〇
三
か
ら
〇
・
〇
〇
四
へ
と
高
ま
っ
て
い

る
。
勤
労
所
得
税
の
効
果
が
ほ
と
ん
ど
変
化
し
て
い
な
い

こ
と
や
資
本
所
得
要
因
の
間
接
効
果
が
再
分
配
に
プ
ラ
ス

図表３　資本所得別のジニ係数
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に
働
い
て
い
る
点
を
考
慮
す
れ
ば
、
こ
の
間
、
所
得
税
の

再
分
配
効
果
が
僅
か
に
せ
よ
高
ま
っ
た
の
は
、
資
本
所
得

税
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。

　

し
か
し
、
資
本
所
得
税
の
直
接
効
果
を
要
因
分
解
す
る

と
、
興
味
深
い
点
が
明
ら
か
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
の

間
の
増
税
の
た
め
、
資
本
所
得
税
の
実
効
税
率
が
上
昇
し

て
い
る
の
は
理
解
で
き
る
が
、
累
進
度
に
つ
い
て
は
明
ら

か
に
下
が
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
の
表
に

お
け
る
資
本
所
得
税
率
の
算
定
に
あ
た
っ
て
は
、
分
母
に

課
税
対
象
と
な
ら
な
い
帰
属
家
賃
が
含
ま
れ
て
い
る
点
に

留
意
が
必
要
で
あ
る
。

　

実
は
、
帰
属
家
賃
は
、
各
種
資
本
所
得
の
中
で
最
も
平

等
に
分
布
し
て
い
る
た
め
、
こ
の
所
得
が
非
課
税
で
あ
る

こ
と
が
、
部
分
的
に
資
本
所
得
税
の
累
進
性
を
高
め
る
役

割
を
果
た
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
定
額
の
基
礎
控
除
が
所

得
課
税
の
累
進
度
を
高
め
る
の
と
同
じ
効
果
で
あ
る
。
と

こ
ろ
が
、
先
に
見
た
と
お
り
、
近
年
に
お
け
る
帰
属
家
賃

図表４　各資本所得のシェア
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の
不
平
等
度
と
所
得
シ
ェ
ア
の
高
ま
り
は
、
帰
属
家
賃
非

課
税
が
こ
う
し
た
累
進
性
に
貢
献
す
る
度
合
い
を
弱
め
る

こ
と
に
な
っ
た
。
実
際
、
資
本
所
得
か
ら
帰
属
家
賃
を
除

い
て
改
め
て
推
計
す
る
と
、
そ
の
累
進
度
は
、
〇
・
〇
二

九
（
一
二
年
）
→
〇
・
〇
三
一
（
一
七
年
）
へ
と
、
改
革

以
降
僅
か
な
が
ら
も
上
昇
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
、

同
じ
よ
う
に
し
て
平
均
実
効
税
率
を
再
計
算
す
る
と
、

〇
・
一
九
（
一
二
年
）
→
〇
・
二
四
（
一
七
年
）
と
い
っ

た
伸
び
と
な
り
、
一
二
年
以
降
の
税
率
引
上
げ
な
ど
が
一

定
の
資
本
所
得
税
負
担
の
増
大
に
つ
な
が
っ
た
こ
と
が
確

認
で
き
る
。

四
、
二
〇
一
二
年
改
革
の
短
期
的
効
果

⑴
　
改
革
前
後
の
資
本
所
得
税
の
効
果

　

確
か
に
、
資
本
所
得
税
の
累
進
度
は
、
帰
属
家
賃
を
除

外
す
れ
ば
二
〇
一
二
年
以
降
に
お
い
て
僅
か
な
が
ら
も
上

図表５　所得税の再分配効果に関する要因分解
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

再分配効果 0.016 0.017 0.017 0.017 0.017 0.018 0.018 0.018
　直接効果 0.016 0.016 0.017 0.016 0.017 0.017 0.017 0.017
　　勤労所得税 0.013 0.013 0.014 0.013 0.013 0.014 0.014 0.013
　　　　累進度 0.346 0.350 0.372 0.339 0.338 0.349 0.366 0.374
　　　　平均実効税率 0.043 0.043 0.043 0.047 0.046 0.047 0.045 0.041
　　　　所得シェア 0.851 0.849 0.858 0.847 0.842 0.836 0.836 0.824
　　資本所得税 0.003 0.003 0.003 0.003 0.004 0.004 0.003 0.004
　　　　累進度 0.274 0.261 0.252 0.197 0.221 0.215 0.215 0.234
　　　　平均実効税率 0.080 0.087 0.083 0.095 0.102 0.103 0.097 0.100
　　　　所得シェア 0.149 0.151 0.142 0.153 0.158 0.164 0.164 0.176
　間接効果 0.000 －0.001 0.000 －0.001 －0.001 －0.001 －0.001 －0.001
　　　勤労所得要因 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002
　　　資本所得要因 －0.002 －0.002 －0.002 －0.002 －0.003 －0.003 －0.003 －0.003

（注）�　所得税全体の再分配効果＝直接効果－間接効果、勤労（資本）所得税の効果＝累進度×平均
実効税率×所得シェア、再分配効果は、図表１と同じく、課税前所得のジニ係数－課税後所得
のジニ係数で算出される。累進度は、当該税額の集中度をジニ係数と同様の手法によって算出
したもの（カクワニ係数）で、数値が高いほど税額が不平等に（＝累進的に）分布しているこ
とを表している。間接効果とは、勤労所得と資本所得の分布の相対的関係が課税前後でどのよ
うに変化するかで決まる。課税後の所得比率が課税前に比べて低下するほど、全体の再分配効
果に対しプラスに作用する。
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昇
を
示
し
た
。
し
か
し
、
累
進
資
本
所
得
税
が
導
入
さ
れ

た
一
二
年
や
翌
一
三
年
の
累
進
度
は
、
導
入
前
に
比
べ
て

顕
著
に
低
下
し
て
い
る
。
帰
属
家
賃
を
外
し
た
ケ
ー
ス
で

も
、
改
革
前
後
の
累
進
度
は
、
〇
・
〇
九
（
一
〇
年
）
→

〇
・
〇
三
（
一
二
年
）
へ
と
後
退
し
た
。
他
方
、
同
様
の

ケ
ー
ス
で
、
資
本
所
得
の
シ
ェ
ア
が
〇
・
〇
八
（
一
一

年
）
→
〇
・
〇
七
（
一
二
年
）
に
縮
小
し
た
こ
と
で
、
実

効
税
率
は
上
昇
し
た
と
は
い
え
、
間
接
効
果
を
含
め
た
再

分
配
効
果
は
、
こ
の
と
き
の
資
本
所
得
税
の
引
上
げ
に
も

関
わ
ら
ず
、
一
二
年
に
低
下
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ

る
。

　

な
ぜ
、
こ
の
と
き
資
本
所
得
税
の
累
進
度
が
低
下
し

て
、
再
分
配
効
果
は
落
ち
込
ん
で
し
ま
っ
た
の
だ
ろ
う

か
。
こ
の
点
を
階
層
別
デ
ー
タ
だ
け
で
解
明
す
る
の
は
難

し
い
が
、
一
つ
の
大
き
な
要
因
と
し
て
は
、
税
制
改
革
を

挟
ん
で
異
時
点
間
の
代
替
効
果
が
作
用
し
た
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
（Saez et.al.（2012

））。
特
に
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ

ン
に
つ
い
て
は
、
資
産
の
売
却
時
点
で
は
じ
め
て
そ
の
利

益
が
課
税
対
象
と
な
る
（
あ
る
い
は
損
失
が
控
除
の
対
象

と
な
る
）
と
い
う
特
性
か
ら
、
資
本
所
得
の
中
で
は
個
人

が
裁
量
的
に
操
作
し
う
る
典
型
的
な
形
態
で
あ
る
。
と
す

れ
ば
、
租
税
節
約
に
無
関
心
で
い
ら
れ
な
い
投
資
家
に

は
、
一
二
年
に
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
前
に
、
株
式
な

ど
保
有
資
産
の
含
み
益
を
実
現
し
て
お
こ
う
と
い
う
誘
因

が
働
い
た
は
ず
で
あ
る
。

　

い
ま
一
つ
は
、
一
般
的
な
資
本
所
得
税
の
引
上
げ
と
と

も
に
、
非
上
場
株
式
配
当
へ
の
課
税
が
強
化
さ
れ
る
前

に
、
九
万
ユ
ー
ロ
の
非
課
税
枠
を
最
大
限
利
用
す
る
た
め

に
、
非
上
場
法
人
オ
ー
ナ
ー
が
自
身
へ
の
配
当
を
増
や
す

と
い
っ
た
調
整
行
動
が
考
え
ら
れ
る
。
あ
る
い
は
、
上
場

法
人
で
あ
っ
て
も
、
株
主
の
税
引
き
所
得
を
拡
大
す
る
観

点
か
ら
、
一
一
年
中
に
配
当
支
払
い
を
増
加
さ
せ
た
可
能

性
も
あ
る
。
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⑵
　
所
得
階
級
別
の
実
現
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン

　

こ
う
し
た
仮
説
を
検
証
す
る
た
め
に
、
ま
ず
キ
ャ
ピ
タ

ル
ゲ
イ
ン
の
資
本
所
得
に
占
め
る
割
合
が
改
革
前
後
に
ど

の
よ
う
に
変
化
し
た
か
を
所
得
階
級
別
に
見
て
み
よ
う
。

図
表
６
か
ら
、
第
八
分
位
か
ら
第
一
〇
分
位
ま
で
の
最
富

裕
層
に
お
い
て
、
一
一
年
に
前
年
よ
り
も
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ

イ
ン
の
実
現
を
増
や
し
て
、
一
二
年
に
減
ら
し
て
い
る
と

い
う
明
確
な
動
き
が
確
認
で
き
る⑺

。
こ
う
し
た
パ
タ
ー
ン

は
、
第
二
分
位
、
第
三
分
位
、
第
六
分
位
で
も
認
め
ら

れ
、
先
の
代
替
効
果
仮
説
を
示
唆
す
る
も
の
と
い
え
る
。

　

他
方
、
配
当
所
得
に
つ
い
て
は
、
同
様
な
分
析
を
行
っ

て
も
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
の
よ
う
な
は
っ
き
り
し
た
調

整
の
動
き
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。
そ
の
理
由
と
し
て

は
、
こ
こ
で
の
階
級
別
所
得
デ
ー
タ
の
配
当
に
は
上
場
株

式
と
非
上
場
株
式
の
双
方
の
も
の
が
含
ま
れ
て
お
り
、
少

な
く
と
も
上
場
株
式
の
配
当
が
株
主
に
と
っ
て
は
基
本
的

に
受
動
的
な
所
得
で
あ
る
こ
と
、
一
一
年
中
の
株
式
売
却

図表６　所得十分位階級別にみたキャピタルゲインの所得シェア

（注）�　資本所得は帰属家賃を除く。
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0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ
2010年 2011年 2012年
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を
通
じ
て
、
ク
ロ
ス
取
引
（
あ
る
い
は
別
銘
柄
へ
の
乗
り

換
え
）
を
行
わ
な
い
個
人
の
配
当
所
得
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
が
考
え
ら
れ
る⑻

。　

⑶
　
所
得
階
級
別
の
資
本
所
得
税
率

　

最
後
に
、
こ
の
よ
う
な
動
き
の
結
果
と
し
て
決
ま
る
資

本
所
得
の
実
効
税
率
が
、
階
級
別
に
ど
の
よ
う
に
変
化
し

た
か
を
確
認
し
て
お
こ
う
。
こ
の
点
を
示
し
た
図
表
７
を

見
れ
ば
、
一
二
年
の
改
革
を
挟
ん
で
所
得
税
の
累
進
度
が

下
が
っ
た
理
由
は
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
改
革
前
に

比
べ
る
と
、
相
対
的
に
下
位
の
所
得
層
で
実
効
税
率
が
大

き
く
上
昇
し
た
の
に
対
し
て
、
高
所
得
層
の
税
率
は
必
ず

し
も
上
昇
し
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
第
五
分
位
か
ら
第

七
分
位
の
階
級
で
は
、
む
し
ろ
一
一
年
よ
り
も
一
二
年
の

税
率
が
下
が
っ
て
い
る
。
第
一
〇
分
位
階
級
の
実
効
税
率

も
、
こ
の
三
か
年
で
ほ
と
ん
ど
変
化
し
て
い
な
い
。
こ
の

よ
う
に
見
て
く
れ
ば
、
一
二
年
の
資
本
所
得
税
の
増
税

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ
2010年 2011年 2012年

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0.16

0.18

0.2
図表７　所得十分位階級別にみた資本所得税の平均実効税率

（注）�　資本所得は帰属家賃を除く。
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は
、
少
な
く
と
も
短
期
的
な
効
果
と
し
て
、
富
裕
層
に
か

か
る
資
本
所
得
税
の
負
担
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
成
功
し

た
と
評
価
す
る
の
は
難
し
い
だ
ろ
う⑼

。

　

他
方
、
再
び
第
一
分
位
か
ら
第
三
分
位
ま
で
の
実
効
税

率
に
目
を
転
じ
る
と
、
ほ
ぼ
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
の
動
き

に
対
応
す
る
よ
う
に
、
一
一
年
に
低
下
し
、
一
二
年
に
そ

の
低
下
分
を
上
回
る
ほ
ど
上
昇
し
て
い
る
。
な
ぜ
こ
の
よ

う
な
こ
と
が
起
き
た
の
だ
ろ
う
か
。
そ
の
カ
ギ
は
、
少
額

キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
の
非
課
税
措
置
に
あ
る
と
み
ら
れ

る
。

　

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
従
来
か
ら
の
住
宅
譲
渡
益
の
課

税
免
除
（
二
年
を
超
え
て
主
た
る
住
宅
と
し
て
居
住
し
続

け
た
場
合
）
に
加
え
て
、
二
〇
〇
六
年
に
一
、
〇
〇
〇

ユ
ー
ロ
ま
で
の
売
却
に
基
づ
く
ゲ
イ
ン
を
非
課
税
と
す
る

制
度
が
創
設
さ
れ
た
。
こ
う
し
た
少
額
非
課
税
制
度
の
下

で
は
、
世
帯
当
た
り
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
は
少
額
で

も
、
そ
れ
が
資
本
所
得
に
占
め
る
比
重
が
高
い
こ
れ
ら
の

層
で
は
、
こ
の
措
置
に
よ
る
減
税
効
果
が
強
く
働
く
。

　

そ
の
た
め
、
こ
こ
で
の
実
効
税
率
が
階
級
別
デ
ー
タ
で

計
算
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
関
係
し
て
、
こ
れ
ら
低
所
得
層

に
お
け
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
の
増
大
は
、
そ
れ
だ
け
非

課
税
制
度
の
利
用
件
数
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
で
、
資
本
所

得
全
体
に
占
め
る
非
課
税
分
の
ウ
ェ
イ
ト
を
高
め
て
実
効

税
率
を
下
げ
る
方
向
に
作
用
す
る
。
逆
に
、
キ
ャ
ピ
タ
ル

ゲ
イ
ン
の
減
少
は
、
階
級
全
体
と
し
て
の
非
課
税
分
を
縮

小
さ
せ
る
こ
と
で
、
法
定
税
率
の
引
上
げ
と
合
せ
て
、
実

効
税
率
の
上
昇
を
引
き
起
こ
す
こ
と
に
な
っ
た
も
の
と
考

え
ら
れ
る
。

五
、
む
す
び

　

一
九
九
〇
年
代
以
降
、
所
得
格
差
が
拡
大
傾
向
に
あ
る

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
は
、
二
〇
一
〇
年
代
に
入
っ
て
も
資
本

所
得
を
主
因
と
し
て
な
お
不
平
等
化
が
進
行
す
る
な
か
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で
、
所
得
税
の
再
分
配
効
果
は
こ
れ
ま
で
僅
か
な
が
ら
上

昇
し
て
お
り
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
資
本
所
得
税
に
基
づ
く

も
の
で
あ
っ
た
。
特
に
資
本
所
得
税
の
平
均
実
効
税
率

は
、
こ
の
間
確
実
に
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
一
二
年

以
降
の
一
連
の
改
革
は
、
資
本
所
得
課
税
の
強
化
に
は
一

定
程
度
つ
な
が
っ
た
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
資
本
所
得
税
の
累
進
度
に
つ
い
て

は
、
一
二
年
を
挟
ん
で
明
ら
か
に
低
下
し
て
お
り
、
短
期

的
に
こ
の
税
の
直
接
的
な
再
分
配
効
果
が
改
善
さ
れ
た
と

は
必
ず
し
も
い
え
な
い
。
そ
う
し
た
背
後
に
は
、
異
時
点

間
に
お
け
る
資
本
所
得
の
調
整
を
通
じ
た
、
富
裕
層
に
よ

る
租
税
回
避
行
動
が
あ
っ
た
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
特

に
、
改
革
前
後
に
最
高
所
得
層
に
お
け
る
資
本
所
得
税
の

実
効
税
率
が
ほ
と
ん
ど
変
化
し
な
か
っ
た
こ
と
は
、
付
加

的
な
超
過
累
進
税
に
よ
っ
て
こ
の
税
の
累
進
性
を
高
め
る

に
は
一
定
の
限
界
が
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
資
本

所
得
に
は
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
や
非
上
場
株
式
の
配
当

の
よ
う
に
、
意
図
的
に
操
作
可
能
な
所
得
形
態
が
含
ま
れ

る
か
ら
で
あ
る
。

　

近
年
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
よ
う
な
、
資
本
所
得
に
対
す

る
軽
度
な
累
進
税
率
を
備
え
た
二
元
的
所
得
税
は
、「
二

元
的
累
進
所
得
税
（D

ual P
rogressive Incom

e 

T
ax

）」
と
称
さ
れ
、
格
差
社
会
に
適
応
し
た
新
た
な
税

制
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
る⑽

。
だ
が
、
同
国
に
お
け
る
一

〇
年
代
の
実
態
を
見
る
限
り
、
資
本
所
得
へ
の
累
進
課
税

は
、
こ
の
税
の
累
進
性
強
化
に
は
あ
ま
り
貢
献
せ
ず
、
少

な
か
ら
ず
個
人
と
法
人
の
意
思
決
定
を
歪
め
て
、
資
本
市

場
の
効
率
性
を
阻
害
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
う
し

た
意
味
で
、
こ
の
種
の
税
制
を
よ
り
慎
重
に
見
極
め
る
に

は
、
所
得
分
配
面
で
の
分
析
に
と
ど
ま
ら
ず
、
他
方
で
、

中
立
性
の
観
点
か
ら
、
関
連
す
る
経
済
主
体
の
行
動
に
与

え
る
影
響
を
検
証
し
て
、
そ
の
超
過
負
担
の
実
態
を
明
ら

か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。
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【
追
記
】
本
稿
は
、
平
成
三
〇
年
度
に
助
成
を
受
け
た
獨

協
大
学
研
究
奨
励
費
に
基
づ
く
研
究
成
果
の
一
部
で
あ

る
。

（
注
）

⑴　

こ
の
と
き
非
上
場
法
人
オ
ー
ナ
ー
の
所
得
の
う
ち
、
正
常
収
益
部

分
に
は
、
引
き
上
げ
後
の
資
本
所
得
税
率
（
三
〇
％
）
と
同
水
準

の
、
法
人
税
負
担
を
含
め
た
三
〇
・
二
％
（
＝0.22

＋（1

－0.22

）×

0.35

×0.3

）
の
実
効
税
率
が
か
か
る
一
方
で
、
超
過
収
益
部
分
に
は
、

同
報
告
が
提
案
す
る
勤
労
所
得
の
最
高
税
率
に
ほ
ぼ
等
し
い
水
準
と

な
る
四
五
・
四
％
（
＝0.22

＋（1

－0.22
）×0.3
）
が
課
せ
ら
れ
る
。

⑵　

こ
う
し
た
資
本
所
得
税
重
課
の
改
革
を
主
導
し
た
の
が
、
新
た
な

K
atainen

政
権
の
副
首
相
兼
財
務
大
臣
に
就
任
し
たU

rpilainen

で

あ
る
。
彼
女
は
、
社
会
民
主
党
党
首
の
立
場
か
ら
、
か
ね
て
よ
り
定

率
の
資
本
所
得
税
を
採
用
す
る
同
国
が
高
額
の
資
本
所
得
を
得
る
富

裕
層
に
と
っ
て
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
化
し
て
い
る
と
し
て
、
累
進
的

な
資
本
所
得
税
の
採
用
を
強
く
主
張
し
て
い
た
（
野
村
（
二
〇
一

八
））。

⑶　

こ
れ
に
対
し
て
、
隣
国
の
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
、
同
年
に
、
現
行

の
個
人
資
本
所
得
税
の
代
わ
り
に
、
実
質
的
な
金
融
資
産
保
有
課
税

の
扱
い
を
受
け
る
こ
と
を
選
択
で
き
る
、
新
た
な
投
資
・
貯
蓄
口
座

が
導
入
さ
れ
た
（
馬
場
（
二
〇
一
九
）
を
参
照
）。
同
口
座
の
利
用

は
、
投
資
（
貯
蓄
）
収
益
率
の
高
い
個
人
に
よ
り
大
き
な
減
税
の
利

益
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
。
な
ぜ
二
元
的
所
得
税
の
下
で
同
様
に
格

差
拡
大
の
傾
向
に
あ
る
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
と
は
い

く
ぶ
ん
対
照
的
な
資
本
所
得
税
政
策
が
志
向
さ
れ
た
の
か
、
興
味
深

い
テ
ー
マ
で
あ
る
。

⑷　

こ
れ
ら
の
配
当
課
税
改
革
と
並
行
し
て
、
一
四
年
に
法
人
所
得
税

率
が
二
〇
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
そ
の
結
果
、
非
上
場
法
人
オ
ー

ナ
ー
の
所
得
に
か
か
る
限
界
実
効
税
率
は
、
仮
に
勤
労
所
得
税
の
最

高
税
率
が
五
〇
％
で
あ
れ
ば
、
法
人
税
を
含
め
て
ち
ょ
う
ど
同
じ
水

準
（
＝0.2

＋（1

－0.2

）×0.75

×0.5

）
と
な
る
。

⑸　

帰
属
家
賃
と
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
は
、
こ
の
間
に
お
け
る
資
本
所

得
の
ジ
ニ
係
数
上
昇
の
そ
れ
ぞ
れ
七
六
％
と
七
五
％
を
説
明
す
る
。

⑹　

図
表
１
の
税
に
よ
る
再
分
配
効
果
が
国
税
と
地
方
税
の
所
得
税
お

よ
び
社
会
保
障
負
担
を
含
む
の
に
対
し
て
、
こ
こ
で
の
再
分
配
効
果

は
国
の
所
得
税
の
効
果
の
み
を
取
り
出
し
て
い
る
。

⑺　

こ
の
時
期
の
株
価
（O

M
X

 H
elsinki Price Index

）
の
動
き
を

確
認
す
る
と
、
一
一
年
と
一
二
年
の
対
前
年
変
化
率
は
そ
れ
ぞ
れ
マ

イ
ナ
ス
六
・
二
％
と
マ
イ
ナ
ス
一
四
・
一
％
で
、
ど
ち
ら
の
年
も
株

価
の
下
落
局
面
で
あ
っ
た
。
こ
の
点
か
ら
、
こ
れ
ら
最
高
所
得
層
に

よ
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
が
単
に
市
場
の
動
向
を
反
映
し
た
も
の
と

み
る
こ
と
は
難
し
い
。
ま
た
、
こ
の
間
の
ヘ
ル
シ
ン
キ
証
券
取
引
所
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の
売
買
高
を
み
る
と
、
一
〇
年
か
ら
一
一
年
に
か
け
て
金
額
ベ
ー
ス

で
は
〇
・
四
％
の
減
少
で
あ
っ
た
が
、
株
数
ベ
ー
ス
で
は
二
〇
％
増

加
し
て
い
る
。
こ
の
点
も
一
一
年
は
、
増
税
を
目
前
に
し
て
の
株
式

売
却
が
増
加
し
た
可
能
性
を
示
唆
し
て
い
る
（T

ilastokeskus, 
Suom

en T
ilastollinen V

uosikiraja 2018, p.258

を
参
照
）。

⑻　

と
は
い
え
、
マ
ク
ロ
統
計
を
見
る
限
り
、
国
内
法
人
全
体
の
配
当

性
向
は
、
〇
・
四
六
（
一
〇
年
）
→
〇
・
四
八
（
一
一
年
）
→
〇
・

四
五
（
一
二
年
）
と
推
移
し
て
お
り
（Statistics Finland

）、
税
制

改
革
が
法
人
の
利
益
分
配
の
決
定
に
影
響
を
与
え
た
可
能
性
を
疑
わ

せ
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

⑼　

第
一
〇
分
位
階
級
の
資
本
所
得
に
対
す
る
実
効
税
率
は
、
そ
の
後

の
さ
ら
な
る
税
率
引
上
げ
な
ど
に
よ
っ
て
、
一
七
年
に
は
〇
・
二
一

（
帰
属
家
賃
を
除
く
）
ま
で
上
昇
し
た
が
、
第
九
分
位
で
は
、
逆
に
一

七
年
（
〇
・
一
四
）
に
は
、
増
税
前
の
一
〇
年
（
〇
・
一
七
）
よ
り

も
低
下
し
て
い
る
。

⑽　

た
と
え
ば
、Brys et. al.（2016

）, p.41

を
参
照
。
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